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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
水道水質の評価及び管理に関する総合研究 

分担研究報告書 
 

化学物質・農薬に関する研究 －化学物質・農薬分科会－ 
 

研究代表者 松井 佳彦  北海道大学大学院工学研究科 
研究分担者 浅見 真理  国立保健医療科学院 生活環境研究部 水管理研究領域 
研究協力者 相澤 貴子  （公財）水道技術研究センター 

鎌田 素之  関東学院大学 理工学部理工学科 
関川 慎也  八戸圏域水道企業団 水質管理課 
三浦 晃一  仙台市水道局 浄水部水質検査課 
淺見 真紀  茨城県企業局 水質管理センター 
水野 俊彦  千葉県水道局 水質センター調査課 
笠原 典秀  神奈川県内広域水道企業団 水質管理センター 
高橋 英司  新潟市水道局 技術部水質管理課 
桐山 秀樹  奈良県水道局 広域水道センター 水質管理センター 
谷口 佳二  神戸市水道局 事業部水質試験所 
友永 裕一郎 広島市水道局 技術部水質管理課 
井上 剛  福岡県南広域水道企業団 施設部浄水場水質センター 
佐藤 学  神奈川県衛生研究所 理化学部生活化学・放射能グループ 
成田 健太郎 株式会社ＮＪＳ東部支社 東京総合事務所 水道部 

 
研究要旨： 
水道水質に関する農薬類，化学物質の管理向上に資するため，実態調査及び情報収集を目

的とし，最新の農薬要覧 2018 に記載されている農薬原体出荷量に関する情報の集計を行っ
た．具体的な方法としては農薬要覧に記載のある農薬製剤別出荷量情報と FAMIC が提供し
ている農薬登録情報のうち農薬製剤別農薬原体含有率情報から都道府県別の農薬原体出荷
量の算出を行った．また，これまでに同様に方法で算出した過去の農薬原体出荷量情報と
比較を行った． 
農薬要覧 2018 に記載されている平成 29 農薬年度（平成 28 年 10 月～平成 29 年 9 月）の

農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t で昨年とほぼ同じ量であった．農薬出荷量は 1980 年代以降，
減少を続けている．平成 29 農薬年度における農薬の用途別農薬製剤出荷量は殺虫剤：73340t
（前年とほぼ同じ），殺菌剤：41851t（前年とほぼ同じ），殺虫殺菌剤：17543t（前年比 3%
減），除草剤：82955t（前年とほぼ同じ）であり，全体では前年とぼぼ同量となっている．
平成元年比では，殺虫剤 40%，殺菌剤 42%，殺虫殺菌剤 30%，除草剤 56%で，全体では 44%，
20 年前の平成 9 農薬年度比では，殺虫剤 50%，殺菌剤 43%，殺虫殺菌剤 41%，除草剤 103%
で，全体では 58%，10 年前の平成 19 農薬年度比では，殺虫剤 73%，殺菌剤 81%，殺虫殺
菌剤 70%，除草剤 121%で，全体では 87%となっており，除草剤の出荷量は平成 22 農薬年
度が最も少なく，その後が増加に転じているが，全体しては減少傾向を示している． 
登録農薬原体数は新たに 12 化合物が追加され，平成 29 年 9 月現在 591 種類で，平成 16

農薬年度以降増加を続けている．登録農薬製剤数は平成 29 年 9 月現在，殺虫剤：1062，殺
菌剤：896，殺虫殺菌剤：481，除草剤：1551，合計：4314 となっており，いる．平成元年
比で 69%，平成 17 農薬年度比 102%と減少しており，殺虫剤の登録製剤数の減少が顕著で
あるが，除草剤に関しては登録製剤数が増加しており，前年比でも 2%増えていた． 
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農薬実態調査は研究協力研究者である全国 10 水道事業体（八戸圏域水道企業団，仙台市，
茨城県，千葉県，神奈川県内広域水道企業団，新潟市，奈良県，神戸市，広島市，福岡県
南広域水道企業団）と神奈川県衛生研究所と国立保健医療科学院が全国の農薬データの少
ない浄水場の実態調査及び神奈川県内の河川および蛇口水を測定した．河川水・原水では
109 種類，浄水では 54 種の農薬が検出された．検出された農薬を用途別にみると，原水，
浄水共に除草剤が最も多く，約半分を占めている．農薬の分類別では対象リスト農薬掲載
農薬（以下対象農薬）が河川水・原水では 69 種，浄水では 34 種が検出されており，原水
では対象農薬の約 6 割が検出されている．それ以外の分類では原水はその他農薬が 19 種，
未分類農薬が 10 種，浄水では除外農薬が 11 種，未分類農薬が 3 種検出されている．平成
30 年度実態調査における検出指標値の最大値は，原水が 1.80，浄水が 0.010 であった．原
水の 2010～2017 年の検出指標値の平均値は 0.031 であったが，2018 年における平均値は
0.077 と高い値を示した．また，検出指標値の最高値も 2014 年以降，上昇傾向にある．こ
れはテフリルトリオンやイプフェンカルバゾンといった目標値が低い農薬の使用があった
こと，それらを適切にモニタリングすることができた成果と考えられる．本年度の実態調
査で高い検出濃度，個別農薬評価値，検出率を示した農薬はこれまでの調査と大きな違い
は見られなかったが，テフリルトリオンやイプフェンカルバゾンのように近年新しく調査
対象となった農薬のうち，特に目標値の低い農薬の影響により検出指標値が上昇する傾向
にあることが確認された． 
 
Ａ．研究目的 
水道水源で使用される化学物質・農薬の状

況を把握し，水道の水質管理の向上に資する
ため，実態調査を実施し，検出傾向の解析を
行った．特に水源となる流域に開放的に使用
される化学物質として量が多い農薬について
重点的に解析を行う． 
また，近年の使用量の増加している農薬に

ついて，実態調査に関する検討，実態調査，
浄水処理性に関する検討を行った． 
 農薬以外の化学物質については，過去の事
例等の情報収集を行い，検出状況に関して検
討を行った． 
 
Ｂ．研究方法 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
水道水質に関する農薬類，化学物質の管理

向上に資するため，実態調査及び情報収集を
行った． 
2)農薬類実態調査結果の解析 
全国 10 水道事業体（八戸圏域水道企業団，

仙台市，茨城県，千葉県，東京都，埼玉県，
神奈川県，神奈川県内広域水道企業団，新潟
市，奈良県，大阪市，神戸市，広島市，福岡
県南広域水道企業団）で実施された農薬実態
調査結果を集計し，検出された農薬について

とりまとめた．各水道事業体の測定農薬はこ
れまでの測定実績に加えて，各流域での農薬
の使用実績や出荷実績に基づきそれぞれの事
業体の判断により選定されている．分科会及
び協力の水道事業体の実態調査結果から農薬
検出濃度，検出頻度及び検出指標値（Σ 値）
の集計を行った． 
3)各事業体による報告 
 それぞれの団体において実施した測定結果
などについて検出状況を示し，流域の性質，
出荷量，流量等について考察を行った． 
4)農薬分解物のモニタリング 
神奈川県内の複数の河川においてフィプロ

ニル（FIP）とその分解物，テフリルトリオン，
ブロマシル，ジウロン，カルベンダジムのモ
ニタリングを行った． 
5) 水質管理目標設定項目における対象農薬
リスト掲載農薬類（120 項目）をはじめ，要
検討農薬類，その他農薬類及び除外農薬類に
分類された農薬が新たに掲げられた．改正に
当たっては，検出のおそれのある農薬を効率
的に選定するため，地域別の農薬出荷量や農
薬の物性値等を考慮した測定指標値が用いら
れ，対象農薬リストに分類すべき農薬が選定
されている．近年の農薬出荷量を用いて，現
行の農薬リストに記載されている農薬等の検



   
 
 

39 
 

出のおそれを再評価した． 
6) 直接注入－LC/MS/MS 法を用いて農薬類
の実態調査を行った．平成 30 年度は神奈川
県内の相模川中流～下流域の水道水源となる
河川水及び，それらを原水とする水道水に加
えて，これまでに農薬類の実態調査の実績が
少ない地域を中心とした全国の 11 か所の浄
水場について，水道原水および浄水の実態調
査を行った．分析には直接注入－LC/MS/MS
による一斉分析法を用いた．測定対象には対
象農薬リスト掲載農薬類，要検討農薬類，そ
の他の農薬類，除外農薬類に，メソトリオン
やイプフェンカルバゾン，テフリルトリオン
代謝物 B 等，動向が注目される農薬類を加え
た 210 農薬を選定した．定量下限値は一律
0.03μg/L とした． 
 
Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
農薬登録された農薬原体については農林水

産省が各農薬メーカーから生産量，輸出入量，
出荷量の提供を受け，（社）日本植物防疫協会
が農薬要覧として年度毎に集計し，発刊して
いる．我が国における農薬原体の使用状況は
PRTR 対象物質以外の物質については把握が
困難であることから，農薬要覧から得られる
都道府県別農薬原体出荷量が環境中の農薬の
モニタリングを実施する際に有用な情報とな
る．このことから本年度も農薬要覧 2018 に記
載されている農薬原体出荷量に関する情報の
集計を行った．具体的な方法としては農薬要
覧に記載のある農薬製剤別出荷量情報と
FAMIC が提供している農薬登録情報 1)のう
ち農薬製剤別農薬原体含有率情報から都道府
県別の農薬原体出荷量の算出を行った．また，
これまでに同様に方法で算出した過去の農薬
原体出荷量情報と比較を行った． 
農薬要覧 2018 に記載されている平成 29 農

薬年度（平成 28 年 10 月～平成 29 年 9 月）の
農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t で昨年とほぼ同
じ量であった．農薬出荷量は 1980 年代以降，
減少を続けている．平成 29 農薬年度における
農薬の用途別農薬製剤出荷量は殺虫剤：
73340t（前年とほぼ同じ），殺菌剤：41851t（前
年とほぼ同じ），殺虫殺菌剤：17543t（前年比

3%減），除草剤：82955t（前年とほぼ同じ）
であり，全体では前年とぼぼ同量となってい
る．平成元年比では，殺虫剤40%，殺菌剤42%，
殺虫殺菌剤30%，除草剤56%で，全体では44%，
20年前の平成9農薬年度比では，殺虫剤50%，
殺菌剤 43%，殺虫殺菌剤 41%，除草剤 103%
で，全体では 58%，10 年前の平成 19 農薬年
度比では，殺虫剤 73%，殺菌剤 81%，殺虫殺
菌剤 70%，除草剤 121%で，全体では 87%と
なっており，除草剤の出荷量は平成 22 農薬年
度が最も少なく，その後が増加に転じている
が，全体しては減少傾向を示している． 
登録農薬原体数は新たに 12 化合物が追加

され，平成 29 年 9 月現在 591 種類で，平成
16 農薬年度以降増加を続けている．登録農薬
製剤数は平成 29 年 9 月現在，殺虫剤：1062，
殺菌剤：896，殺虫殺菌剤：481，除草剤：1551，
合計：4314 となっている．平成元年比で 69%，
平成 17 農薬年度比 102%と減少しており，殺
虫剤の登録製剤数の減少が顕著であるが，除
草剤に関しては登録製剤数が増加しており，
前年比でも 2%増えている．平成元年以降の
用途別出荷量と登録原体数の推移を図１に，
用途別登録農薬製剤数の推移を図 2 に示す． 

 
図 1 農薬製剤出荷量と登録原体数の推移 

 

図 2 用途別登録農薬製剤数の推移 
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個別の農薬原体に関しては，平成 28 農薬年
度出荷量が 100t 以上あった農薬原体は 66 原
体であったが石灰窒素や消石灰等を除いた水
道水源において農薬として監視の必要性のあ
る合成化学物質は 53 種類であった．1000t 以
上と特に出荷量が多い農薬原体は，D-D，ク
ロルピクリン，グリホサートカリウム塩，ダ
ゾメット，マンゼブ，グリホサートイソプロ
ピルアミン塩，プロベナゾールの 7 種であり，
プロペナゾールが新たに加わった．出荷量が
多く，出荷量が増加傾向のある農薬原体の一
例として，平成 29 農薬年度の出荷量が 10t
以上で前年比 20%以上の農薬は昨年度 3農薬
だったが今年度は大幅に増加し 22 農薬とな
った．特に出荷量が増えた農薬はペラルゴン
酸カリウム塩（4.5t→37.7t），メソミル（19.8t
→98.5t）であり，それ以外にはフェノキサス
ルホン，フルポキサム，シアントラニリプロ
ール，テブコナゾール，テフリルトリオン，
MDBA カリウム塩，クロルメコート，ジメテ
ナミド P，シメコナゾール，ペンチオピラド，
プロピリスルフロン，グルホシネート P ナト
リウム塩，イミシアホス，プロピザミド，メ
トリブジン，ジエトフェンカルブ，トリフロ
キシストロビン，ジアフェンチウロン，メコ
プロップ P カリウム塩，ペンフルフェンが該
当し，比較的新しい農薬が含まれている．ま
た，平成 26 年以降，殺虫剤としてフルエンス
ルホン，フルピラジフロン，ピフルビミドの
3 農薬が，殺菌剤としてフルオキサストロビ
ン，ピカルブトラゾクス，イソピラザム，ト
リチコナゾール，オキサチアプオリン，ピコ
キシストロビン，マンデストロビン，トルプ
ロカルブの 8 農薬が，除草剤としてフルオキ
サストロビン，ピカルブトラゾクス，イソピ
ラザム，トリチコナゾール，オキサチアプオ
リン，ピコキシストロビン，マンデストロビ
ン，トルプロカルブの 6 農薬が新たに登録さ
れている．一方，2018 年以降インドキサカル
ブＭＰ，ケイソウ土，エンドタール二ナトリ
ウム塩，エチルチオメトン，ビテルタノール
が失効しており，昨年度の出荷量が 10t 以上
で今年度30%以上減少した農薬にはテトラピ
オン，フェントラザミド，セトキシジム，フ
ルアジナム，プロチオホス，メチルオイゲノ

ール，クロメプロップ，BPPS，テブチウロン
DCMU の 10 農薬が該当した． 
農薬の出荷量は大きく変化していないが，

農薬原体数は引き続き増加傾向にあり，出荷
量が増え，監視の必要性が高まる農薬や失効
により監視に必要性が低くなる農薬を精査し
て，効率的なモニタリングを行う必要がある． 
2)農薬類実態調査結果の解析 
農薬実態調査は研究協力研究者である全国

10 水道事業体（八戸圏域水道企業団，仙台市，
茨城県，千葉県，神奈川県内広域水道企業団，
新潟市，奈良県，神戸市，広島市，福岡県南
広域水道企業団）と神奈川県衛生研究所と国
立保健医療科学院が全国の農薬データの少な
い浄水場の実態調査及び神奈川県内の河川お
よび蛇口水を測定した．調査結果の概要を表
1 に示す．河川水・原水では 109 種類，浄水
では 54 種の農薬が検出された．検出された農
薬を用途別にみると，河川水，原水，浄水い
ずれも除草剤が最も多く，約半分を占めてい
る．農薬の分類別では対象リスト農薬掲載農
薬（以下対象農薬）が原水では 69 種，浄水で
は 34 種が検出されており，原水では対象農薬
の約 6 割が検出されている．それ以外の分類
では原水はその他農薬が 19 種，未分類農薬が
10 種，浄水では除外農薬が 11 種，未分類農
薬が 3 種検出された．平成 30 年度全国 10 水
道事業体実態調査と神奈川県衛生研究所と国
立保健医療科学院が既存の農薬データの少な
い浄水場の実態調査の検出指標値と過去の実
態調査における検出指標値の推移を解析した．
平成 30 年度実態調査における検出指標値の
最大値は，原水が1.80，浄水が0.01であった．
原水の 2010～2017 年の検出指標値の平均値
は 0.03 であったが，2018 年における平均値は
0.08 と高い値を示した．また，検出指標値の
最高値も 2014 年以降，上昇傾向にある．これ
はテフリルトリオンやイプフェンカルバゾン
といった目標値が低い農薬の使用があったこ
と，それらを適切にモニタリングすることが
できた成果と考えられる．  
個別の農薬に関しては，原水で検出された

農薬のうち 14 農薬の最大検出濃度が 1µg/L
を超過しており，分類の内訳は対象農薬が 10
農薬，その他農薬が 2 種，除外農薬が 1 種，
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分解物が 1 種となっていた．個別農薬評価値
に関しては，メダミドホス，テフリルトリオ
ン，MCPA，モリネート，モリネート，フィ
プロニル，キノクラミン，チウラムの 7 農薬
の最大値が 0.1 以上を示した．個別農薬評価
値が高かった農薬はメタミドホスを除いて全
て対象農薬であった．浄水では最大検出濃度
が 1µg/Lを超えた農薬はブロモブチド，ピロ
キロン，ベンタゾンの 3 農薬であった．個別
農薬評価値に関しては最大値が0.01を超過し
た農薬に 7 種が該当した．メタミドホスは有
機リン系の殺虫剤であり高い値を示したが 1
回だけの検出であったため検出された理由に
ついての詳細は不明である．イプフェンカル
バゾンは昨年度より本格的に調査を実施した
農薬であるが，原水同様，浄水でも検出され
個別農薬評価値が上位にランクされた． 
神奈川衛生研究所・国立保健医療科学院が

実施した全国の浄水場における検出状況では
高頻度で検出される農薬の種類や数値に大き
な違いは見られず，これまでに実施してきた
調査によって水道水源において監視の必要性
やリスクの高い農薬はある程度カバーできて
いると考えられるが，ブロマシル，メソトリ
オンの検出頻度が高く，個別農薬評価値でも
上位にランクしていることから今後調査対象
として検討する必要があると考えられる． 
本年度の実態調査で高い検出濃度，個別農

薬評価値，検出率を示した農薬はこれまでの
調査と大きな違いは見られなかったが，テフ
リルトリオンやイプフェンカルバゾンのよう
に近年新しく調査対象となった農薬のうち，
特に目標値の低い農薬の影響により検出指標
値が上昇する傾向にあることが確認された． 

 

 

図3 平成30年度全国農薬実態調査におけ
る検出指標値 

 

 
図 4 全国農薬実態調査における検出指標値

の推移 
 

表 1 平成 30 年度全国農薬実態調査の概要 

243 240

109 54

除草剤 53 26

殺虫剤 28 11

殺菌剤 22 14

分解物 4 2

対象 69 34

要検討 4 2

その他 19 11

除外 7 3

未分類 10 3

ベンタゾン                7.87 ブロモブチド   2.89
メタミドホス 1.78 イプフェンカルバゾン 0.07
クロラントラニリプロール 54% ブロモブチド   39%
神奈川県 1.80 新潟市 0.10検出指標値

用途

分類

検出濃度

個別農薬評価値

検出率

河川水，原水 浄水

測定農薬

検出農薬

 

 
八戸広域水道企業団の馬淵川系原水からは

15 種（対象農薬リスト掲載農薬類 14 種（う
ち分解物 1 種），その他農薬類 1 種）の農薬類
が検出され，ピラクロニルが今年度初めて検
出された．検出率が 30%を超えたのはベンタ
ゾン（67 %），ダイムロン（40 %），ブロモブ
チド（40 %）であった．最大検出濃度が高か
った農薬類はブロモブチド（0.88 μg/L），ベ
ンタゾン（0.74 μg/L）であった．目標値の
1/100 を上回った農薬類（最大個別評価値 0.01
以上）はモリネート（0.014），ピラクロニル
（0.013），テフリルトリオン（0.010）の 3 種
であった． 
粉末活性炭の通年注入を馬淵川系，新井田

川系ともに行っているが，新井田川系は活性
炭接触池を設置しているため馬淵川系と比べ
て低い注入率での運用となっている．活性炭
注入は，強い降雨による増水時，河川流量減
少などによる水質悪化時，異臭味対策，油類
流出などの突発的な水質汚染事故発生時など，
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農薬類除去以外の目的でも随時増量して対応
している．そのため，必ずしも原水における
農薬類の検出状況と粉末活性炭注入率は一致
していないが，浄水での最高値は活性炭処理
の効果もあり 0.006（6 月 5 日）と十分に低い
値となっており，目標値の 1/100 を上回るこ
とはなかった．（図 5） 

 

 

 
図 5 検出指標値（Σ値）の推移と粉末活性
炭注入状況 
 
仙台市では，調査対象とした 84 項目中 9

項目が検出された．検出濃度が最も高かった
農薬は原水，浄水ともにピロキロンであり，
その濃度はそれぞれ 0.95μg/L，1.35μg/L で
あった． 
また，目標値の 100 分の 1 を超えた農薬は

原水ではピロキロン（個別農薬評価値 0.019），
ピラクロニル，テフリルトリオンが該当し，
浄水ではピロキロン（個別農薬評価値 0.027）
が該当した．これらの農薬はいずれも過去に
検出実績があり，水田で使用される除草剤あ
るいは殺菌剤がその由来と考えられる．原水
では 5 月の福岡原水で最も高く，その値は
0.049 であった．Σ値の上昇は主にテフリルト
リオンの寄与に因るものであった．同様に浄
水では 7 月の福岡浄水で最も高く，Σ値の上
昇は主にピロキロンの寄与に因るものであっ
た．両浄水場の浄水のΣ値は調査期間を通じ，
管理目標である0.05を常に下回る結果となっ
た． 
 茨城県企業局では，10 の浄水場のモニタリ
ングを実施したところ，取水原水については，
全ての調査地点で農薬の検出があり，1 地点
あたりの検出項目数は河川系で最大 20 項目，
湖沼系で最大 6 項目となった．イソプロチオ
ラン，シメトリン，テフリルトリオン，ピロ
キロン，ブロモブチド及びベンタゾンの検出
頻度が比較的高い傾向が見られた．最大の個

別指標値を示した農薬はテフリルトリオン（5
月 21 日の涸沼川取水場で 0.50）であった．浄
水については，河川系の 4 浄水場でブロモブ
チドが検出され，ブロモブチドの最大濃度は
利根川浄水場での 0.46 μg/L であった．検出
指標値は，調査期間を通して全地点で 0.01 未
満であった． 
  
 千葉県水道局では，原水で，カフェンスト
ロール，チウラム，テフリルトリオン，ブロ
モブチド，ベンタゾン及びメフェナセット，
モリネートが検出され，最大個別農薬評価値
はテフリルトリオンの 0.50（検出最大値 1.0
μg/L）であった．また，ブロマシル及びテフ
リルトリオン分解物が検出され，検出最大値
はそれぞれ 0.13μg/L，0.35μg/L であった．
テフリルトリオンは浄水では検出されなかっ
たが，原水では検出された．今年度の検査結
果では，全ての浄水において個別農薬評価値
0.01 以上となる農薬類は検出されなかった．
浄水における農薬類の合計評価値が 0.1 未満
となるように管理しており，今年度も問題な
く浄水処理を行うことができた． 
神奈川県内広域水道企業団の原水で検出さ

れたのは 13 項目で，濃度の高かったものは，
ブロモブチド（0.8μg/L），ベンタゾン（0.7
μg/L），フェノブカルブ（0.26μg/L）であっ
た．また，最大個別農薬指標値（測定期間中
の最大濃度÷目標値）が高かったのはテフリ
ルトリオン（0.100），キノクラミン（ACN）
(0.040)，モリネート（0.012）であった． 
浄水で検出されたのは３項目で，ダラポン

（0.4μg/L），ベンタゾン（0.1μg/L），クロメ
プロップ（0.06μg/L）であった．また最大個
別農薬指標値が高かった農薬はダラポン
（0.005）であった．河川水で検出されたのは
25 項目で，濃度の高かったものはベンタゾン
（6.0μg/L），ブロモブチド（1.9μg/L），トリ
クロルホン（0.9μg/L）であった．また最大
個別農薬指標値が高かった農薬はトリクロル
ホン（0.180），テフリルトリオン（0.125），キ
ノクラミン（0.080）であった．対象農薬リス
ト掲載農薬類（120）以外について 27 項目の
農薬を測定したところ，原水でベンスルフロ
ンメチル（0.15μg/L）が検出された．河川水
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ではブロマシル（0.3μg/L），イマゾスルフロ
ン（0.1μg/L），クロチアニジン（0.8μg/L），
ピラゾスルフロンメチル（0.1μg/L），フルト
ラニル（0.3μg/L），ベンスルフロンメチル
（0.43μg/L）の 6 項目が検出された． 
原水のΣ値は 5 月から高くなり，最高値は

0.107（5/29）であった．除草剤であるテフリ
ルトリオンがΣ値上昇の主な要因であった．
相模川系原水の最高値は 0.079（5/29）であり，
除草剤であるテフリルトリオンがΣ値上昇の
主な要因であった．∑値が 0.050 を超過した
事例は酒匂川系で４事例，相模川系で３事例，
合計７事例であり例年と比較して多かった． 
図 6 に定期試験で測定した原水及び浄水にお
ける平成 21 から平成 30 年 11 月までの過去
10 年間のΣ値の推移を示す．酒匂川系統は過
去においては 7 月中旬に金瀬川流域水田にお
いて殺虫剤のバイジット粒剤（含有成分：
MPP）が一斉散布され，原水の∑値を上昇              
させる要因となり，平成 21 年度には過去最大
の0.889を示したが（グラフは0.3までの表示），
平成 22 年度以降は一斉散布が行われなくな
り MPP はほとんど検出されず，Σ値の上昇
は少なくなっていた．しかし，今年度はテフ
リルトリオンが昨年度までと比較して高濃度
で検出されたため，５月下旬から６月上旬に
かけて∑値が 0.1 を超過することがあり粉末
活性炭注入で対応した．相模川系統のΣ値は
0.1 を超過することがなかったが，５月下旬に
∑値が0.079となり平成21年度以降最大であ
った．相模川流域の∑値は上昇傾向が見られ
ている．近年，相模川流域で∑値を上昇させ
る農薬としては，テフリルトリオン，キノク
ラミン，モリネートの検出などが挙げられる．
浄水におけるΣ値は，酒匂川系・相模川系と
もに平成21年度以降は0.050以下となってい
る． 

 
図 6 原水Σ値の推移（平成 21～30 年度） 
                 

５月下旬から６月上旬にかけて∑値が 0.1
を超過することがあり粉末活性炭注入で対応
した．相模川系統のΣ値は 0.1 を超過するこ
とがなかったが，５月下旬に∑値が 0.079 と
なり平成 21 年度以降最大であった．相模川流
域の∑値は上昇傾向が見られている．近年，
相模川流域で∑値を上昇させる農薬としては，
テフリルトリオン，キノクラミン，モリネー
トの検出などが挙げられる．浄水におけるΣ
値は，酒匂川系・相模川系ともに平成 21 年度
以降は 0.050 以下となっている． 
 新潟市内の今年度の検出傾向としては，5
月上旬の田植え時期より除草剤カフェンスト
ロールが比較的多く，テフリルトリオンの検
出が 7 月まで続いた．これまで検出が最も多
かったブロモブチドが全体的に減少傾向にあ
る．阿賀野川水系においてはテフリルトリオ
ンが比較的高濃度で検出され，6 月上旬に検
出ピークがみられた．5 月上旬より除草剤が
検出され，河川水ではキノクラミン（ACN），
ブタクロール，プレチラクロール，ブロモブ
チドが検出されている．また，西川水系，阿
賀野川水系ではシハロホップブチル（検出の
最大値はDI で 0.05（5／29））が検出された．
イプフェンカルバゾンを検出した．信濃川水
系で高い傾向があり，粉末活性炭処理より対
応した．工程水，浄水では同程度の濃度で検
出されることを確認した．テフリルトリオン
（平成２９年度より水質管理目標設定項目）
は検出最大値としては前年に比べ低いが，阿
賀野川では増加傾向であった． 
奈良県企業局では，水源のダムへの流入河

川では，41 種類の農薬が検出され，ベンタゾ
ンが 80%を超える頻度で検出された．最大個
別評価値については，目標値の低いフィプロ
ニルが 0.10 となった．例年，河川および原水
で常時検出されたメトミノストロビンが，今
年度は 60%前後の頻度での検出に留まった．
浄水においても例年90%程度の頻度で検出さ
れていたが，今年度は19%の頻度に留まった．
浄水での検出農薬数が昨年度から倍増した．
6/4 には一斉に 11 種の農薬類が検出され，検
出指標値は直近5か年で最大の0.04となった．
前述のとおり，桜井浄水場では消毒副生成物
対策として 6 月から活性炭処理を開始してお
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り，当該 6/4 も活性炭処理は行っていたが，
注入率の低い時期であることから，農薬類の
除去効果はさほど発揮されなかったものと考
えている． 
神戸市水源では，流入河川の集水区域に，

田畑が広がっていることから農作業が始まる
5 月以降に農薬の検出が多かった．テフリル
トリオンは，平成 27 年度から測定を開始して
以降，最も多く検出され，波豆川，及び羽束
川では個別農薬評価値も非常に高くなってい
た．また，両河川の流域における水田におい
て，主に 5 月末～6 月あたりに散布されてい
ることが示唆された．イプフェンカルバゾン
は，平成 29 年度から測定を開始し，検出頻度
が多かった．また，両河川の流域における水
田において，主に 5 月末～6 月あたりに散布
されていることが示唆された． 
貯水池や原水では，テフリルトリオンやイ

プフェンカルバゾンが検出されたことから，
羽束川，及び波豆川から流入した両農薬が取
水塔前まで到達したと推定された．なお，浄
水では，農薬は検出されなかった． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 テフリルトリオンの調査結果（波豆川） 

 
 広島市では，本年度の農薬検出指標値は，
原水において過去最高となる0.18を記録した．
個別の農薬項目では，水質管理目標設定項目
から原水で 15 農薬，浄水で 7 農薬が検出され
た．このうち指標値が0.01以上となったのは，
原水ではテフリルトリオンで最大 0.16，次い
でピラクロニル 0.01 であった． 
 福岡県南広域水道企業団では，原水及び浄
水で各 37 回（一部の農薬（LC-MS 対象）は
13 回）の測定を行った．例年，6 月中旬から
7 月初旬にかけて，その年度の総量の最高濃
度が検出される．平成 30 年度も同様な傾向を

示し，除草剤検出の影響により，6/25（昨年
度：6/26）に最高濃度が検出された．なお，6
月中旬以降における降雨と農薬の河川への流
出との間には密接な関係があるものの，一方
で水田の水管理状況により大きく影響を受け
ていると考えられる．個々の農薬では，ＭＢ
Ｃ(92%)，イソプロチオラン(62%)，ブロモブ
チド(57%)，ベンタゾン（54%），イマゾスル
フロン（54%），クロラントラニリプロール
（54%），ピロキロン(51%)の検出率が高かっ
た．また，検出濃度は，ピラゾスルフロンエ
チル(1.28μg/L)，フルトラニル（0.80μg/L），
ブロモブチド（0.78μg/L），イマゾスルフロ
ン（0.77μg/L）が特に高く検出され，除草剤
は 6 月下旬，殺菌剤は 9 月初旬，殺虫剤は 9
月初旬に最高値が記録された． 
原水における農薬総量の最高値は 6/25 の

3.40μg/L（前年度：3.96μg/L），平均で 0.58
μg/L（前年度：0.55μg/L）であった．また，
検出指標Σ値（DI：検出値と目標値の比の総
和）の最高値はテフルリルトリオン(除草剤)
の影響により，6/12 の 0.17（前年度：0.21），
平均では 0.02（前年度：0.02）であった． 
平成30年度の活性炭注入は，0～11mg/L（実

質注入期間：4/15～10/31）であり，平均注入
率は約 5mg/L であった．粉末活性炭は，これ
まで日本水道協会規格(JWWA K113)の品質規
格に適合するものを使用していたが，平成 27
年度より一層の品質確保の観点から，ABS 価
を 40 以下に強化したものを使用していた．平
成 30 年度からは，近年かび臭物質の吸着除去
性能の向上を主な目的として開発された「高
性能（高機能）粉末活性炭」を購入し，平成
30 年 6 月より実機での使用を開始した．従来
炭に比べ，除去効果の定量的評価は困難であ
ったが，前年度に比べ，当年度の活性炭使用
量は約 30％低減することができた．活性炭処
理水の農薬総量の最高値は 6/12 の 1.04μg/L
（前年度：0.87μg/L），平均で 0.13μg/L（前
年度：0.08μg/L）であった．平成 30 年度の
浄水において最も検出率が高かった農薬は，
除草剤ベンタゾン（46%）であった．次いで，
検出率が高かった農薬は，ブロモブチド
（43％），テフリルトリオン代謝物Ｂ（15%），
ピロキロン（14％）であった．また，検出濃
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度はテフリルトリオン代謝物Ｂ（0.17μg/L），
ブロモブチド（0.12μg/L）と比較的高い数値
を示した．塩素処理によるその他の分解生成
物は，平成 30 年度の浄水では検出されなかっ
た． 
浄水における農薬総量の最高値は 6/12 の

0.25μg/L（前年度：0.16μg/L），平均で 0.06
μg/L（前年度：0.03μg/L）であった．また，
検出指標Σ値（DI：検出値と目標値の比の総
和）の最高値はブロモブチド（除草剤）の影
響により，6/27 の 0.0016（前年度：0.0006），
平均で 0.0005（前年度：0.0001）であった． 

 

 
図 8 処理過程における農薬総量及び農薬検
出指標値の挙動（H30.4.2～10.16） 
 
3) 農薬分解物に関する調査 
フィプロニル（以下 FIP）は世界で広く利

用されているフェニルピラゾール系殺虫剤で
あり，農業用途以外にも家庭用のゴキブリ駆
除剤やペット用のノミ，ダニの駆除剤，シロ
アリ駆除剤としても使用されている．また，
ADIが低いことから検出濃度は低いが検出指
標値に対する寄与が比較的高い農薬である．
FIP の環境中における分解物として FIP スル
フォン，FIP スルフィド（以下 FIP-O），FIP
デスルフィニルなどの検出事例が報告されて
いる． 
 

 

図 9 フィプロニル及びその分解物 
 

FIP 及び FIP-O の検出状況を図 10，図 11
に示す．FIP は鈴川では 6 月も最も高く，そ
の後，濃度が低下しているが，FIP-O は 8 月
が最も高く濃度も FIP と同程度であり，昨年
度同様の傾向を示した．鶴見川で検出されて
いるフィプロニルは水田地帯を流れる鈴川と
同程度の濃度レベルで検出されるが農地以外
の影響を受けていること可能性が高いことが
示唆され，分解物の挙動も異なることが示さ
れた．フィプロニルに関しては水田の影響を
受ける河川では分解物である FIP-O も含めた
評価を行う必要があると考える．また，都市
河川であっても農薬によって農業地域を流れ
る河川よりも高い濃度で検出されることや非
農耕地用の農薬が比較的高濃度で検出される
ことから河川の特徴を踏まえ，分解物も含め
てモニタリグ計画を検討する必要がある．  

 

 
図10 神奈川県内河川におけるFIPの分解物
の検出状況 
 

 
図 11  神奈川県内河川における FIP-O の検
出状況 
 
4) 不検出農薬原因推定と測定指標値の改良 
 近年の農薬出荷量を用いて，現行の農薬リ
ストに記載されている農薬等の検出のおそれ
を再評価した．検出のおそれが増加した農薬
を表 2 に示す．H24-26 から H25-27 へ更新し
た場合，対象農薬リスト掲載農薬類で 4 農薬，
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それ以外で 4 農薬が抽出された．ジウロン及
びイプフェンカルバゾンは，3～4 地域で新た
に検出される可能性が高まっていた．一方，
H25-27 から H26-28 へ更新した場合には検出
のおそれの変化がなく，前年度と同様の農薬
を継続的に監視する必要性が示唆された． 
表 2 測定指標値の更新に伴い検出のおそれ
が増加した農薬 
【H24-26 から H25-27 へ更新】 
番号 原体名 地域数
対-006 アシュラム 1
対-044 ジウロン（DCMU） 3
対-045 ジクロベニル（DBN） 1
対-110 メコプロップ（MCPP） 1
他-019 クロチアニジン 1
追-003 イソチアニル 1
追-012 イプフェンカルバゾン 4
追-026 メタゾスルフロン 1  
【H25-27 から H26-28】では変化なし 
 全国的に検出のおそれが低下する農薬とし
ては，トリクロルホンがあった． 
 
5) 農薬類の一斉分析法の検討と水道水源河
川の実態調査 
 直接注入－LC/MS/MS 法において，定量下
限値 0.03μg/L における妥当性を満たした農
薬類 167 種類のうち，原水からは 42 種類，水
道水からは 19 種類の農薬類等が検出された．
河川水からは対象農薬リスト掲載農薬類のキ
ノクラミン（ACN），ダイムロン，テフリル
トリオン，ブロモブチド，ベノミル，ベンタ
ゾン等，要検討農薬のブロマシル，その他農
薬類のピリミノバックメチル，フラメトピル，
除外農薬のフルトラニル，ベンスルフロンメ
チル等が比較的高い濃度，検出率で検出され
た．新規農薬として動向が注目されているイ
プフェンカルバゾンも，水田への散布時期に
複数の採水地点で検出された． 
 特に，メタミドホスは調査期間を通して一
度のみであるが，ある地点（平泉橋）におい
て水道水の目標値を上回る 1.76μg/L の濃度
で検出された（採水日は H30.8.22）．また，キ
ノクラミンは採水地点（平泉橋）において水
道水の目標値の 22%，テフリルトリオンは採
水地点八木間橋において目標値の20%の濃度
で検出された（採水日はいずれも H30.6.29）． 
河川から検出された農薬類の中には，キノク

ラミン（ACN），フェノブカルブ（BPMC），
ブロマシル，ベノミル等，農薬の登録保留基
準値における環境予測濃度（PEC）を大きく
上回るものが複数確認された 
 神奈川県衛生研究所が国立保健医療科学院
と共同で実施した、既存の農薬データが少な
い全国の浄水場における実態調査地点を図
12 に示す．妥当性の精度を満たした農薬類
167 種類中，水道原水からは 35 種類，浄水か
らは 27 種類の農薬類が検出された．水道原水
および浄水から目標値を超える農薬類の検出
は見られなかった．水道原水に注目すると，
ジノテフラン，イプフェンカルバゾンは東北
日本海側の採水地点でのみ検出される，テフ
リルトリオンが採水地点山形県最上川地域で
1μg/L 以上の高い濃度で検出されるなど，検
出される農薬類には地域ごとに傾向がみられ
た．採水地点富山県（常願寺川）の原水は期
間中を通じて農薬類の検出回数は低く，濃度
も低い傾向がみられた． 
浄水においては，ある地点での浄水の検体

から農薬類が検出されるとき，同時期にサン
プリングした同じ地点の水道原水からも同じ
農薬類が検出されていた．また，水道原水か
らテフリルトリオンが検出された地点の浄水
からは，塩素処理分解物であるテフリルトリ
オン代謝物 B（CMTBA）が検出された． 
 

 

図 12 既存の農薬データの少ない浄水場の
実態調査採水地点 

 
浄水においては残留塩素除去のためにチオ

硫酸ナトリウムあるいはアスコルビン酸ナト
リウムを添加するが，チオ硫酸ナトリウム添
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加ではチジオカルブ，ベンフラカルブ等が，
アスコルビン酸ナトリウム添加ではベンスル
フロンメチル，フラザスルフロン，フェリム
ゾン等の農薬類の回収率が大きく低下するこ
とが分かっている．今回の調査では採水地点
での農薬の検出状況が未知であることを考慮
し，２種類の試薬を添加した検体を別々に採
水して測定を行った． 
ベンフラカルブの測定結果において，アス

コルビン酸ナトリウム添加の浄水試料から高
い濃度で検出されている一方で，同地点・同
採水日のチオ硫酸ナトリウム添加の浄水試料
の濃度は定量下限値未満となっていることが
確認できた． 
浄水の測定においては，残留塩除去試薬と

してチオ硫酸ナトリウム及びアスコルビン酸
ナトリウムをそれぞれ添加した試料を別個に
測定することで，より正確な実態調査を行う
ことができる． 
 
Ｅ．結論 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
農薬要覧 2018 に記載されている平成 29 農

薬年度（平成 28 年 10 月～平成 29 年 9 月）の
農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t で昨年とほぼ同
じ量であった．農薬出荷量は 1980 年代以降，
減少を続けている．平成 29 農薬年度における
農薬の用途別農薬製剤出荷量は殺虫剤：
73340t（前年とほぼ同じ），殺菌剤：41851t（前
年とほぼ同じ），殺虫殺菌剤：17543t（前年比
3%減），除草剤：82955t（前年とほぼ同じ）
であり，全体では前年とぼぼ同量となってい
る．登録農薬原体数は新たに 12 化合物が追加
され平成元年比では，殺虫剤40%，殺菌剤42%，
殺虫殺菌剤30%，除草剤56%で，全体では44%，
20年前の平成9農薬年度比では，殺虫剤50%，
殺菌剤 43%，殺虫殺菌剤 41%，除草剤 103%
で，全体では 58%，10 年前の平成 19 農薬年
度比では，殺虫剤 73%，殺菌剤 81%，殺虫殺
菌剤 70%，除草剤 121%で，全体では 87%と
なっており，除草剤の出荷量は平成 22 農薬年
度が最も少なく，その後が増加に転じている
が，全体しては減少傾向を示している．殺虫
剤の登録製剤数の減少が顕著であり，除草剤
に関しては登録製剤数が増加している． 

2) 農薬実態調査は研究協力者である全国 10
水道事業体（八戸圏域水道企業団，仙台市，
茨城県，千葉県，神奈川県内広域水道企業団，
新潟市，奈良県，神戸市，広島市，福岡県南
広域水道企業団）と神奈川県衛生研究所と国
立保健医療科学院が全国の既存の農薬データ
の少ない浄水場の実態調査及び神奈川県内の
河川および蛇口水を測定した結果，原水では
119種類，浄水では43種の農薬が検出された．
検出された農薬を用途別にみると，原水，浄
水共に除草剤が最も多く，約半分を占めてい
る．農薬の分類別では対象リスト農薬掲載農
薬（以下対象農薬）が原水では 69 種，浄水で
は 34 種が検出されており，原水では対象農薬
の約 6 割が検出されている．それ以外の分類
では原水はその他農薬が 19 種，未分類農薬が
10 種，浄水では除外農薬が 11 種，未分類農
薬が 4 種検出された． 
3)本年度の実態調査で高い検出濃度，個別農
薬評価値，検出率を示した農薬はこれまでの
調査と大きな違いは見られなかったが，テフ
リルトリオンやイプフェンカルバゾンのよう
に近年新しく調査対象となった農薬のうち，
特に目標値の低い農薬の影響により検出指標
値が上昇する傾向にあることが確認された．  
4) 農業用途や家庭用でよく用いられるフィ
プロニル（以下 FIP）はについてゴキブリ駆
除剤やペット用のノミ，ダニの駆除剤，シロ
アリ駆除剤としても使用されている．また，
ADIが低いことから検出濃度は低いが検出指
標値に対する寄与が比較的高い農薬である．
FIP の環境中のおける分解物として FIP スル
フォン，FIP スルフィド（以下 FIP-O），FIP
デスルフィニルなどの検出事例が報告 
5)近年の農薬出荷量を用いて，現行の農薬リ
ストに記載されている農薬等の検出のおそれ
を再評価したところ，H24-26 から H25-27 へ
更新した場合，対象農薬リスト掲載農薬類で
4 農薬，それ以外で 4 農薬が抽出された．ジ
ウロン及びイプフェンカルバゾンは，3～4 地
域で新たに検出される可能性が高まっていた．
一方，H25-27 から H26-28 へ更新した場合に
は検出のおそれの変化がなく，前年度と同様
の農薬を継続的に監視する必要性が示唆され
た． 
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6) 既存の農薬データが少ない全国 11 の浄水
場における実態調査を実施したところ，妥当
性の精度を満たした農薬類 167 種類中，水道
原水からは 35 種類，浄水からは 27 種類の農
薬類が検出された．水道原水および浄水から
目標値を超える農薬類の検出は見られなかっ
た．水道原水に注目すると，ジノテフラン，
イプフェンカルバゾンは東北日本海側の採水
地点でのみ検出される，テフリルトリオンが
採水地点山形県最上川地域で 1μg/L 以上の
高い濃度で検出されるなど，検出される農薬
類には地域ごとに傾向がみられた． 
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